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【論文要旨】
満洲国軍が関東軍の育成・強化により，日本の満洲国統治に大きな役割を果たしたことは先行研
究で既に指摘されている。しかし，満洲国軍がどのように育成・強化されていったのかについて
は，必ずしも十分研究されていない。従来の研究では，満洲国軍を単なる「治安維持」軍事力と捉
えられてきたが，近年では満洲国軍が「治安維持」部隊から更に対外作戦補助部隊へと性格が変化
していったと主張する指摘もある。教育・訓練は，満洲国軍の育成・強化の欠かせない手段であっ
た。その軍隊教育の変容から，満洲国軍の育成・強化上の変化も垣間見ることができると考えられ
る。以上を踏まえ，本稿では満洲国軍が「治安維持」部隊から対外作戦補助部隊へと強化されてい
く転換点と思われる陸軍軍官学校に焦点を当てて，これまであまり論じられてこなかった満洲国軍
の軍官養成の面から，満洲国軍の育成・強化段階を改めて検討してみた。その結果，対外作戦補助
部隊への育成・強化が完成していたとは言い難いが，1939年の軍官学校の設立を皮切りに，関東
軍が満洲国軍を対外作戦補助部隊として育成・強化しようとしていたと言える。
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はじめに
本稿の目的は，満洲国陸軍軍官学校の設立を考察することを通じて，軍官（将校）教育，とりわ
け軍官養成の面から，関東軍による満洲国軍の育成・強化を検討することにある。
植民地統治は，強大な暴力装置をバックにしなくては成り立たないことは言うまでもない。「満
洲国」（以下，「 」を省略）に関して言えば，関東軍のほかに，満洲国自身の組織としての満洲国
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軍も存在していた。しかし，満洲国軍とはいかなる軍隊なのか，また，日本の満洲国統治にどれぐ
らいの役割を果たしていたのかについては，研究が十分蓄積されているとは言えない。
満洲国軍に関する最初の本格的な研究は，吉田裕と山田朗の論稿である。吉田は，日中戦争前の
関東軍の治安戦を分析して，対ソ戦上の要請から，関東軍が長期間にわたって「治安維持」に精力
を割くことが許されないため，満洲国軍の育成・強化が図られ，1936年以降，「治安戦の有力な一
翼を担いうるまでに強化された」(1)と指摘し，満洲国では「傀儡軍（満洲国軍）の育成にかなりの
程度成功し，これが治安体系の中で少なからぬ機能を実際に担った」(2)という評価を下した。山田
は，軍事力のあり方を「治安維持」軍事力と対外侵攻軍事力と二分した上で，更に明確に，1936
～37年頃から満洲国軍が「治安維持」補助部隊から「治安維持」軍事力の主体になっていったと
指摘した(3)。以上の吉田と山田の成果を踏まえ，及川6英は，国兵法の施行実態を分析した上で，
中国側の傅大中の説(4)を採り入れ，1940年の国兵法の実施を「満洲国軍の治安維持部隊から対外
作戦補助部隊への性格変化に対応したもの」と位置付けた(5)。
以上の研究状況を踏まえ(6)，本稿では陸軍軍官学校に注目し，これまであまり論じられてこなか
った満洲国軍の軍官養成の面から，満洲国軍の育成・強化段階を改めて検討する。満洲国軍の育成
・強化の過程において，教育・訓練は欠かせない手段であった。その教育・訓練の変容から，満洲
国軍の育成・強化上の変化も垣間見ることができると考えられる。陸軍軍官学校に関して，鈴木健
一の研究があるが(7)，日系軍官の養成制度を中心に考察するもので，軍官学校を満洲国軍の軍隊教
育全体の変遷に照らして論じたり，日本の陸軍士官学校などの軍学校と比較したりはしていないた
め，軍官学校の位置づけや特徴などは深く論じていない。
ただ，及川の研究で明らかにされたように，満洲国軍内のモンゴル人部隊は特に日本側から大き
な期待を寄せられていた。モンゴル人の軍官養成は漢民族主体の「満人」部隊の軍官養成と別々の
系統であり，異なっていた。紙幅の関係で，本稿ではモンゴル人部隊を考察の対象外とすることを
断っておく。なお，引用史料中，〔 〕内は筆者による注釈である。
．満洲国軍の軍官教育
. 満洲国軍の軍官教育の始まり
1931年 9 月18日，関東軍の謀略により，満洲事変が勃発した。僅少な兵力にもかかわらず，関
東軍は僅か半年の間に中国東北全土をほぼ制圧し，翌1932年 3 月 1 日，満洲国を樹立した。当
時，張学良の率いる旧東北軍の主力が関内に移駐し，東北に残る旧東北軍は質が悪いとは言え，警
察隊，公安隊，自衛団などの非正規軍を除いても，なお14万5000人ほどの大兵力を擁してい
た(8)。東北全土をかくも早く制圧できたのは，旧東北軍の中から，煕洽軍，張海鵬軍，于　山軍と
いった，あまり抵抗なく日本軍に降った部隊が続々と出たことと無関係ではなかろう。
このように，日本側についた旧東北軍などの武装勢力は，満洲国建国とともに，そのまま新「国
家」の「国軍」になったのである。建軍当初の1932年 9 月時点で，満洲国軍の兵力は13万7000で
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あった(9)。それに対し，同年の「匪賊」と目される反満抗日勢力は，36万人もあった(10)。関東軍
に協力して，反満抗日勢力を討伐し，満洲国の「治安維持」に当たるのは，自ずと満洲国軍に課さ
れる主な役割となった。
しかし，日本軍は，当初，満洲国軍をあまり信用せず，期待していなかった。満洲国軍は，上述
のように，「帰順」してきた旧東北軍を中心に編成されていたので，「新軍にして新軍にあらず」(11)，
旧軍閥軍の性質が非常に強かった。アヘン中毒者が多いなど，兵員の質も劣悪で，軍紀も乱れてい
た。「張学良麾下に於て新進の気に燃えたる有為の士は大部分彼に従ひて抗日反満軍となり留まり
て親日満洲国軍となれるもの」は，旧軍閥軍の中でも「第二流軍隊」だと見なされ，「その素質の
劣悪なるは言を俟た」ないとされていた(12)。そして，軍閥私兵意識が強く，中央統制は難しかっ
た。さらに，一部は，密かに反満抗日勢力に弾薬を横流しするなど，反満抗日勢力の弾薬補給源で
もあった(13)。ましてや，向背が定まらず，いつ背反するかも分からない状況にあって，「その軍隊
的価値と新国家に対する忠誠如何に就いては全幅の信を措くものなく」，満洲国軍を「旧軍閥の残
滓を再生せしめて将来の癌と為らしむるに過ぎさること」だと憂慮する意見もあった(14)。実際に，
満洲国軍不要論を唱える者も絶えなかった(15)。
しかし，それでも，日本軍は満洲国軍を必要とし，それを無闇に撤廃することはできなかった。
その理由について，主に◯独立国家の建前上，「国軍」が必要である，◯抗日勢力へ大量の兵力が
流れることを防ぐ，◯モンゴル族への期待がある，という三つが挙げられる(16)。特に◯について
は，「旧軍を解隊せんか新に莫大なる匪賊を作るに過ぎざるを以て結局現地軍隊を何とかして指導
訓練して其の質を改善するの外な」(17)い，と一番腐心していたようである。さらに，「現地に於て
は関東軍の兵力不足を補はむがため事情已むことを得ずして帰順軍或は新編軍を使用する」といっ
たように，日本軍の兵力不足を補うために，満洲国軍の力を借りねばならない時もあった(18)。こ
のように，満洲国軍を必要とする以上，如何にそれを「改良」して確実に掌握し，質を高めていく
かは，関東軍にとって大きな課題になった。「之が為には先づ幹部を教育する事必要にして茲に軍
官学校の開設を急」(19)ぐことになった。
1932年 8 月29日，第一回軍政部顧問会議で満洲国軍の幹部教育機関の設置が議決された。9 月
13日作成の軍政部最高顧問多田駿少将から陸軍省への「満洲国軍状況報告」の中で，満洲国軍の
幹部教育について，以下のような構想が述べられている。
尚将来ヲ顧慮シ曩ニ幹部教育要綱（別紙参照）ヲ樹立シ永久的対策ト応急的対策トニ分チ幹
部教育ノ方針ヲ定メタル外本年冬季ヨリ開講スヘキ陸軍中央訓練処ノ創設計画（別紙参照）ヲ
策立シ目下其準備ニ着手シアリ 又来年春季ヨリ軍官学校ヲ創設スル如ク研究中ナリ(20)
ここで，多田駿は，「陸軍中央訓練処」（正式名は「中央陸軍訓練処」。以下，中訓と略す）と
「軍官学校」という二つの幹部教育機関の創設を構想したが，役割分担について，中訓は「将来実
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施学校トシテ内容ヲ充実スヘキモノナルモ暫行的ニハ刻下ノ急ニ応スル為初級士官ニ対シ速成的ニ
軍事教育ヲ普及スル機関」であるのに対して，「軍官学校」は「将来ノ新軍幹部ヲ純真ナル青年ヨ
リ養成スルモノ」と位置付けられた(21)。
1932年11月，「応急的対策」として，中訓が先に開設された。新しい初級軍官を養成する「軍官
学校」は，1933年春に開設する予定であったが，「諸般ノ情況上」，その設立が予定通りに実現で
きず，そのため，「当初既成軍官訓練」だけを行う予定の中訓は，「養成教育ヲモ行」い，そして第
一次軍官候補生を受け入れた(22)。このように，中訓が新軍官の養成教育を兼ねることで，「軍官学
校」の設立は取りやめにされた。「軍官学校」設立の中止は，「一ニハ経費関係ニ基キ又一ニハ指導
精神ノ統一ヲ図ル」(23)ためであったが，建国当初，「治安維持」と国軍掌握などを急務とする「四
囲の情勢は速成教育をより緊急重要なものとしていた」(24)ことと，高度な軍事知識を必要とされな
い「治安維持」こそが満洲国軍の主な任務であることもまた，中訓に軍官養成を兼ねさせることが
できた背景であろう。
恐らく，経費節約と指導精神の統一という同じような理由で，中訓は「日本陸軍実施学校の総合
形態」(25)を取っていた。というのは，兵科将校以下の教育だけではなく，経理，通信，憲兵の教育
を担っていたということである。経理養成部は，旧軍閥軍を引き継いで生まれた満洲国軍の成立初
期，乱脈を極めた経理の改善が何よりも重要だということを受けて，1932年 9 月 1 日に他に先だ
って設立されたが，1937年 6 月，陸軍軍需学校に改組され，中訓から分離された。憲兵養成部は
1933年11月に開設されたが，1934年 7 月に中訓から分離され，憲兵訓練処として新たに発足し
た。中訓は，いわば満洲国軍の諸教育機関の母体である。後に，兵科教育と通信関係の教育のみと
なったが，それでも，なお，新軍官を養成する「補充学校」と既成軍官の補修教育をする「実施学
校」との総合形態を維持していた(26)。
ただ，満系軍官のみならず，日系軍官の質を高めるのも，中訓開設の目的の一つだったと考えら
れる。満洲国軍を「改良」・掌握するには，どうしてもその中に一定数の日系軍官を入れる必要が
あった。こうした日系軍官の中には，満洲事変当時の混乱下で採用された質的に芳しくない者も多
く混じっていた。満洲国軍の高級顧問，最高顧問を歴任した佐々木到一は，当時の情況を「百鬼夜
行」と形容している(27)。1933年 8 月，最高顧問の多田駿は，日系軍官の補充・人事について，次
のように報告している。
日系満人幹部ノ少数ヲ各軍隊内ニ介在セシムルコトハ教育訓練，作戦指導ハ勿論隊内諸弊改
革ノ為メニモ特ニ有利ナルモ事変当初怱卒ノ際編入セラレタル者ノ内ニハ技能ニ缺クルモノ或
ハ操行治マラサルモノ等アリ却テ日本人ノ威信ヲ損シ建軍工作ノ妨害セラレタルコトアリシニ
鑑ミ尚又妄ニ日系満人ヲ増加スルコトハ一面満洲国人ニ不快ノ感ヲ与ヘ統治ノ根本ニ反スルコ
トアルヘキヲ慮リ厳選ノ上採用スルコトトシ而モ悉ク軍隊及中央訓練処ニ於テ教育シタル後任
官セシムルコトトス(28)
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表. 日系軍官候補者卒業者数
区分
期数 入処（校）年月 卒業年月 人員 備 考
第 1 期 1932年12月23日 1933年 3 月18日 85 主として下士官，兵より
第 2 期 1933年10月 1 日 1933年10月31日 54 靖安軍出身者
第 3 期 1934年 3 月10日 1934年 8 月10日 339 主として幹候少尉〔ママ〕
第 4 期 1935年 2 月 1 日 1935年 9 月 1 日 371 同上
第 5 期 1936年 1936年11月26日 265 同上
第 6 期 1937年 1 月27日 1937年12月27日 163 同上
第 7 期 1938年 1938年 109 同上
第 8 期 1939年 1939年 28 戌種とし日軍より転入
第 9 期 1940年 1940年 113 同上
第10期 1941年 1941年 38 同上
出典満洲国軍刊行委員会『満洲国軍』（蘭星会，1970年），582～583頁。
このように，「建国初期ニ於ケルカ如キ不良者ノ生スルヲ避ケ」(29)るために，日系軍官を，主に
幹部候補生出身者から採用し，中訓で短期間の速成教育を受けてから任官させることになったので
ある(30)。更に，軍官の補充に関して「今後中央訓練処ノ課程ヲ経ルコトヲ必要要件トスルコト」(31)
という方針により，中訓は，中央から教育，人事への統制を強める一手段ともされた。
. 満洲国軍の軍官教育と満洲国軍育成・強化過程の変遷
前節でも述べたように，関東軍は当初，この旧軍閥軍の二流軍隊に不信感を抱いていた。従っ
て，関東軍は満洲国軍をあくまでも「治安維持」の補助部隊と位置づけ，満洲国軍を反満抗日勢力
と独力で戦える戦力にしようとは考えていなかった(32)。1933年 9 月，陸軍中央は関東軍に「満洲
国陸軍指導要綱」を示し，「在満帝国陸軍指揮官の常時実質的把制の下に同国内治安の維持に任じ
帝国国防の補助的要素たらしむる」ことを満洲国軍の指導方針とし，その兵力，兵種，編成，装備
などの各方面に制限をかけている(33)。さらに，「満洲国陸軍指導要綱に関する御説明案」（1933年
9 月）で，満洲国軍の教育・訓練について「作戦的には毫も深奥なる訓練を必要とせず主として警
察的討匪，警備及之に類する行動等に習熟せしむる」ことをその重点とした(34)。
当時の関東軍にとっては，満洲国軍を「常時実質的把制の下に」置くことこそ喫緊の課題であり，
そのために，軍官教育において，応急的に中訓を開き，速成教育を実施した。具体的には，日系軍
官の大量養成と，精神教育に重きを置く実務教育の実施であった。日系軍官の大量養成は，1934
年から始まり，特に，1935年度の日系中訓卒業者数は371人でピークに達した（表．参照）。日
系軍官候補者に対し，「指導精神注入ノ傍ラ満軍指導ニ必要ナル軍事教育並満洲事情特ニ満軍ノ状
態，支那語等ニ関シ所要ノ教育ヲ加ヘ」(35)られた。指導精神に関して，内実は不明であるが，第二
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回日系軍官学生の教育方針となる「日系軍官学生教育方針」（1934年後半～1935年初頭のものと考
えられる）では，「国家意識の向上 国軍意識の向上 皇軍把制下の共同防衛及び平戦時における
皇軍補助的要素としての向上」という三点になっている(36)。一方，既成軍官に対しては，「精神教
育ヲ主眼」として，「剿匪戦指揮ニ必要ナル資質ヲ付　スル」に留まる「実務本位ノ教育」を行っ
た(37)。満系軍官候補生の養成教育について，史料の制約上，その実態の把握は難しいが，日・満
系，養成・既成教育を問わず，その教育はいずれも 6 ヶ月間を超えないという非常に短い期間(38)
であったため，おそらく，同じように精神教育に重きを置く実務教育が行われたと考えられる。
しかし，満洲国における反満抗日勢力の抵抗は予想以上に激しく，満洲国の「治安」の回復も関
東軍が想定していたほど進まなかった。対ソ作戦が主任務の関東軍は，早く対ソ戦準備に専念した
く，いつまでも訓練を犠牲にして「治安維持」に従事することはできない状況であった。同時に，
満洲国軍の整理も一定程度の成果を得て，「満軍用ふるに足るの実証を示」(39)した。そこで，関東
軍は「治安維持」の負担を軽減するために，満洲国軍を「治安維持」の主体にしようと，その育成
に力を注いだ(40)。満洲国軍最高顧問となった佐々木到一少将の働きかけで，1935年12月，参謀本
部は「満洲国陸軍指導要綱」を改正し，満洲国軍の指導方針を「其主力ヲ以テ独力国内ノ防衛及後
方ノ警備ニ又其一部ヲ以テ外征ニ任シ得ルノ実力ヲ養成スル」(41)と変更した。満洲国軍の「独力」
での国内治安維持が求められ，また，対ソ戦上，一部の満洲国軍への期待度が高まったことも読み
取れる(42)。ただ，ここで言う「一部」は主にモンゴル人部隊であった(43)。佐々木はこの改正を
「従来の警戒主義，制限主義より一変して利用主義，積極主義となつた」(44)と評価した。その後，
満洲国軍への「改良」・掌握が更に進み，また軍警統合，募兵制度の改善など，他の一連の整備を
通じて，満洲国軍警は関東軍の監視がなくても，独力で反満抗日勢力を「討伐」できるようになり，
反満抗日勢力に大打撃を与えた。1936年～1937年ごろから，満洲国軍は満洲国警察とともに「治
安維持」の主役になっていった(45)。
この時期の中訓における軍官教育は，史料の制約で，その内容の把握は難しいが，満軍強化の狙
いに加え，満洲国軍に対する掌握が進み，「治安」が一定程度回復したこともあり，それに対応す
る中訓での教育期間の延長は確認できる。軍官候補生（満）と軍官候補者（日）の教育期間は従来
の 5，6 ヶ月間からそれぞれ，約 1 年半と約 8 ヶ月間まで延長された(46)。軍官候補者（日）の教育
期間が軍官候補生（満）より短いのは，採用者が主に日本の幹部候補生出身者だったからである。
関東軍と満洲国軍警の一連の「討伐」により，反満抗日勢力は年平均にして35年の24,347人か
ら39年の3,647人，40年の2,406人，さらに41年の1,150人へと，徐々に下火になっていった(47)。し
かし，満洲国軍の整備・育成は単なる「治安維持」部隊にとどまらなかった。日中戦争の勃発，満
ソ国境紛争の激化に見られる日ソ関係の緊張など，外部情勢の悪化により，満洲国軍を対外戦争補
助部隊にしようとする期待が次第に強くなっていった(48)。「治安」の安定化もまた，満洲国軍の更
なる訓練を可能にさせた。1939年，ノモンハン事件直後に制定された「満洲国軍指導方針」では，
「満洲国ハ国家ノ国防軍トシテ今日応急ノ準備ト将来出来得ル限リ精強ナル国防軍ヲ練成シ以テ日
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満共同防衛，日満一体ノ国策遂行ノ武力タラシムルコト絶対的ニ必要ナルヲ確信シ此ノ不動ノ方針
ノ下ニ満洲国軍ヲ指導セントス」としている(49)。及川はそれを従来の指導方針と比較し，「国内防
衛」や「後方警備」のような文言が消え，文脈上「国防軍」が対外作戦部隊を意味すると指摘し
た(50)。1940年 9 月18日，満洲国治安部は国軍教育責任者の会議を開き，日本軍と一体になる旨の
新建軍方針を決め，従来の治安第一主義から訓練第一主義とした(51)。同月，公布された『軍隊教
育令』の中でも警備軍から国防軍への過渡が明確に打ち出された(52)。
満洲国の軍官教育ももちろん，この期待に応えるべく，様々に変容していったが，特に，1939
年の陸軍軍官学校の設立が代表的と言える。日本の陸軍予科士官学校・陸軍士官学校式の「国防」
軍的将校教育に，「討匪治安戦」に対応できさえすればよいという従来の中訓式速成将校教育は取
って代わられた。軍官学校では，演習にしても，戦術想定作業にしても，仮想敵は終始ソ連軍だっ
たという(53)。また，中訓の区隊長，陸軍高等軍事学校（日本の陸軍大学校に相当，1943年設立）
の戦術教官などを務めた，皇帝溥儀の妹婿である万嘉煕も，満洲国軍の軍官教育について，どのよ
うな教育にせよ，仮想敵がすべてソ連軍だったと回想している(54)。対ソ戦を想定していたシナリ
オの下では，それに対応できる軍官養成教育が求められていたと言えよう。
 陸軍軍官学校の設立
. 新たな軍官生徒養成制度
1939年 3 月10日，「陸軍軍官学校令」が勅令第50号をもって裁可発令され，それを受けて軍官学
校が新設された。1943年10月に満洲国軍事部が作成した，日本人志願者向けの『陸軍軍官学校予
科生徒志願者の参考』では，軍官学校の歴史を以下のように振り返っている。
昭和八年（大同二年）七月奉天に中央陸軍訓練処創設せられ陸軍武官の養成及軍官以下の補
備教育を行つて来たのであるが昭和十四年（康徳六年）三月陸軍軍官学校に改め新に軍官養成
教育充実の為新京に予科及本科生徒隊を設け同年四月第一期満系予科生徒の入校を見翌昭和十
五年（康徳七年）一月第一期日系予科生徒を入校せしめたのである。
更に昭和十六年（康徳八年）一月一日附を以つて再び学校令改正せられ奉天より分離独立し
て軍官養成教育に専任する様になつた，同年六月二十日畏くも，皇帝陛下親しく軍官学校に御
臨遊ばされ開校式を挙げさせ給ひ，勅語を賜ふた，此の際学校所在の高台を「同徳台」と御命
名遊ばされた(55)。
従来，軍官学校は単なる日本の陸予士・陸士のような補充学校と勘違いされやすいが，実は，奉
天にある中訓を基にし，更に新京に軍官生徒の養成機関を新設するという形で発足したのである。
1940年12月24日の「陸軍軍官学校」の全面改正を経て，1941年 1 月 1 日から，奉天の部分が切り
離されて陸軍訓練学校となり，軍官学校は新京の部分のみとなった。「同徳台」と命名された新し
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表. 軍官学校・陸士・陸予士・陸軍歩兵学校，定義付け対照表
軍官学校 第一条 陸軍軍官学校ハ治安部大臣ノ管理ニ属シ各兵科（憲兵科ヲ除ク）軍官及軍需部軍官ト為
スベキ生徒ヲ教育シ併セテ学生ニ必要ナル諸学術ヲ修得セシメ之ヲ各隊ニ普及シ是等諸学術ノ調
査及研究ヲ行ヒ以テ各兵教育ノ進歩ヲ図リ且兵器其ノ他軍用資材ノ研究ヲ行フ所トス
陸軍軍官学校ニ於テハ前項ニ定ムルモノノ外必要ニ応ジ軍官，准尉官，軍士及兵ヲ教育スルコト
ヲ得
陸士 第一条 陸軍士官学校ハ各兵科（憲兵科及航空兵科ヲ除ク以下之ニ同ジ）将校ト為スベキ生徒ヲ
教育スル所トス
陸予士 第一条 陸軍予科士官学校ハ各兵科士官候補生ト為スベキ生徒及各兵科（憲兵科及航空兵科ヲ除
ク）将校ト為スベキ学生ヲ教育スル所トス
歩兵学校 第一条 陸軍歩兵学校ハ学生ニ歩兵隊ニ必要ナル諸学術ヲ修得セシメ之ヲ各隊ニ普及シ是等諸学
術ノ調査及研究ヲ行ヒ以テ歩兵教育ノ進歩ヲ図リ且歩兵用兵器其ノ他ノ資材ノ研究及試験ヲ行フ
所トス
出典「陸軍軍官学校令」（1939年 3 月10日，「兵役法施行令第100条第 3 号の規定に依る学校認定の件」，『大
日記甲輯昭和15年』防衛省防衛研究所蔵，JACAR : C01001795800），「御署名原本・昭和13年・勅令
第744号・陸軍士官学校令中改正」（1938年12月，国立公文書館蔵，JACAR : A03022242200），「陸軍
予科士官学校令」（1937年 4 月，高野邦夫編『近代日本軍隊教育史料集成・第 5 巻』柏書房，2004年，
240頁所収），「御署名原本・昭和12年・勅令第567号・陸軍予科士官学校令中改正」（1937年 9 月30日，
国立公文書館蔵，JACAR : A03022135900），「陸軍歩兵学校令」（1936年 7 月改正，「陸軍歩兵学校令
改定の件．外 5 件改定及制定並施行の件」，『大日記甲輯・昭和11年』防衛省防衛研究所蔵，JACAR :
C01005965200）より作成。
い軍官学校こそ，日本の陸予士・陸士のような補充学校であるが，発足当時の軍官学校は中訓を基
にしていたので，実は中訓と同じように補充学校と実施学校との総合形態を取る総合軍学校であっ
た。この点について，表．のように1939年の「陸軍軍官学校令」における学校の定義付けを同時
期の日本の「陸軍士官学校令」，「陸軍予科士官学校令」と「陸軍歩兵学校令」などと読み比べれば，
すぐに分かる。
1940年12月24日，「陸軍軍官学校令」が全面改正され，軍官学校は「治安部大臣ノ管理ニ属シ各
兵科（憲兵科ヲ除ク）及軍需部ノ軍官ト為スベキ生徒ヲ教育スル所」と位置付け直され，「学生」
の教育は担当しないことになった(56)。また，「必要ニ応ジ軍官，准尉官，軍士及兵ヲ教育スルコト
ヲ得」という語句も削除された。この定義づけは日本の陸予士・陸士のそれに非常に近似するよう
になった。つまり，この改正で軍官学校は陸予士・陸士のような補充学校に簡素化されたのである。
しかし，いずれにせよ，軍官学校の，従来の中訓との大きな違いは，新たに軍官生徒の養成制度
を設けたことである。では，この新たな軍官生徒養成制度はどのようなものだったのであろうか。
軍官生徒養成制度の教育対象は従来通り，日系と満系に分かれる(57)。日系志願者向けの『満洲
国将校生徒志願者の為に』（1939年 8 月）では，養成制度を以下のように述べている。
一，生徒は予科生徒と本科生徒とに分けてある。
二，予科生徒の教育は軍官候補生（士官候補生）及軍需候補生（主計候補生）に必要な普通学
科を修得せしめ併せて軍人初歩の教育を行ふのであつて，其教育は概ね日本陸軍予科士官
――
学校（経理学校予科）と同一であり，修学期間は一年十一ヶ月である（当分の間日本陸軍
予科士官学校（経理学校予科）の修学期間と同一に短縮せられて居る）
三，予科の修学を終れば各兵科軍官（士官）及軍需（主計）候補生を命ぜられ満洲国軍に概ね
四ヶ月，日本軍に概ね四ヶ月，計八ヶ月間の隊附勤務を行ひ軍隊の実情を体得せしめらる
るのである（隊付期間も当分の間短縮せらる）
四，隊付勤務が終れば本科生徒として各兵科軍官（士官）候補生は日本の陸軍士官学校に，軍
需（主計）候補生は同じく日本の陸軍経理学校に派遣して日本の士官候補生及主計候補生
と共に同校の課程を修得せしめられる。
五，本科の修学期は日本の士官候補生及主計候補生と同じである。
六，日本陸軍士官学校及陸軍経理学校卒業後は見習軍官（見習士官）として日本軍に概ね四ヶ
月間夫々隊付せしめ隊務を実地に就き修得せしめられる。
七，隊付勤務が終れば満洲国軍の少尉に任官して各隊に配属され実務に服するのである(58)。
従来の中訓の日系軍官候補者の一年足らずの速成教育と違い，日本の陸予士・陸士，または陸経
とほぼ同様の四年制の正規養成制度であることが分かる。しかも，日系軍官生徒が本科に進級する
際には，日本の陸士，陸経に派遣され，そこで日本の士官生徒とともに教育を受けることになって
いた。また，このために，日中戦争によって短縮された日本の士官生徒の教育と歩調を合わせるよ
うに，軍官学校の教育期間も当分，同じく短縮されたわけである。日系生徒が陸士などで本科教育
を受ける制度は，一方では日系生徒の質を保ち，他方では，日系生徒を陸士出身者と本科で同期に
することで，日満両軍の融和と関東軍への隷属をより強化するという狙いがあった(59)。勿論，陸
士で本科教育を受ける制度が，日系生徒の志願意欲を高める作用もあったことは容易に想像がつく。
満系生徒の養成制度は日系とほぼ同じである(60)。ただし，日系と共に陸士で本科教育を受ける
成績優秀な一部の生徒を除き，ほとんどの満系は，予科終了後そのまま軍官学校の本科に進級する
ことになっている。また，隊付期間が日系生徒より若干短く，かつ隊付勤務は満洲国軍内だけで行
う。
軍官生徒の選抜に関して，日系生徒は日本陸予士，若しくは陸経の志願者から，陸軍省を通じて
特別に検査試験を行わずに選抜される(61)。必然的に，陸予士，或いは陸経の受験成績が選抜基準
になる。従って，「入学資格，募集期日，出願期限，試験場，試験期日及試験科目は皆日本の陸軍
予科士官学校に同じである」(62)とされた。もちろん，成績優秀者が日本の陸予士などに優先的に召
募されるが，軍官学校へ選抜された者は皆陸予士の合格ラインに入ったものだという(63)。満系生
徒の召募は，主に国民高等学校（学制上日本の中学校に相当）第四学年第一学期終了程度の学力の
有する青年を対象に満洲国側が自ら実施するが，募集要項などから見られるように，日本の召募法
を参照していることが明らかである(64)。
軍官学校の歴史はわずか 7 年弱とはいえ，激動の時局により，制度上における細かな内容の変
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動が多かったが，その概要は以上に述べた通りである。新たに設けられた軍官生徒の養成制度は，
日系と満系に分かれるが，中訓の速成教育とは違い，いずれも，日本の士官生徒の養成制度と同じ
ように，質の高い生徒を確保し，四年制の正規養成教育を施す制度であると言えよう。
. 陸軍軍官学校の設立経緯
「軍官学校」を創るという構想は，.. で述べたように，建国当時から既にあったが，中訓が新
軍官の養成教育を兼ねることで，「軍官学校」の設立は取りやめにされた。そこで構想された「軍
官学校」は，新軍官の養成教育を行うところとされたが，中訓式の速成教育なのか，それとも実際
に設立された軍官学校式の正規教育なのか，その内実はまだ不明である。しかし，「日満共学の予
科，本科各科の四年制度とし，日系者全員と満系優秀者の一部は満洲における予科終了後，日本陸
士，航士において日本側生徒と共に本科課程を修学，帰満見習士官として後，任官せしむる」とい
う「正規養成機関」創設案は，少なくとも軍官学校開設の数年前既に考案されたという(65)。 こ
の創設案は原則的に日本側の了解を得たが，日系生徒の召募法も，日本兵役法との調整も未解決の
状態のままであった。しかし，1939年になると，日系生徒の召募問題の解決を待たずに，軍官学
校を開設して，第 1 期満系生徒を入学させた。日系生徒の入学も翌1940年に実現できるように，
顧問部は日本陸軍中央部との交渉を急いだ。以上の経緯から見ると，制度面での準備がまだ完全に
整っていないという状況下で，いささか強引な開校であったと言わざるを得ない。開校時には，学
校本部の建物すらできていない状況であった(66)。
実際は，1938年前半になっても，軍官学校の1939年開設はまだ予定されていない可能性がある。
1938年 4 月24日付の『東京朝日新聞』朝刊では，「中央軍官学校満洲国で新設――国軍の整備を強
化」という見出しで，次のように報じている。
【新京二十三日発同盟】満洲国政府では建国以来国軍の整備強化に鋭意努力してゐたが今回
これが急速実現を企図して国軍中堅分子の再教育を実施すべく近く新京に中央軍官学校を新設
し将来国軍の最高指導者として活躍する幹部層を養成する事となった，右中央軍官学校は日本
の陸軍大学校同様の性質を有するもので奉天始め各地にある軍官学校〔中訓を初めとする軍事
教育機関〕において教育を受けた優秀軍官をして更に軍事専門家として必要なる知識技術を修
得せしめ全満洲の国軍に配属する方針だ(67)
ここでは，「中堅分子」を再教育する「陸軍大学校」のような，実際に設立された軍官学校と全
く異なるイメージの「軍官学校」像が提示されたが，この構想も間もなく流れ，中訓に兼ねさせる
ことで，その役割を間に合わせる形がとられた。1938年10月 3 日，日本の陸大の専科制度に倣
い，中訓は専科学生の教育を開始した(68)。これは，後の1943年に新設された陸軍高等軍事学校の
ルーツである。
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以上で見てきたように，準備不足の状態で，軍官学校の開設は急進的に進められた。なぜ，開設
を急いだのだろうか。恐らく，外部情勢から強く影響を受けたと考えられる。
まず，日中戦争の影響がある。軍官学校の三代目，かつ最後の校長であった山田鉄二郎(69)は，
赴任する前に二代目校長であった南雲親一郎(70)から受けた申し送りを以下のように回想している。
やがて南雲中将の来訪を受け，軍官学校の状況につき詳細なる申送りを受けた。それによれ
ば，大東亜戦〔日中戦争〕勃発と共に従来満洲国軍の日系軍官の補充は主に日本の幹部候補生
出身者より志願者を募集して居ったが，戦争の発展と共に日本軍幹部の補充の為満軍に幹部候
補生を充当することが不可能になり，新に日系者は日本の陸士志願者より希望者を募り，考試
の後新京に軍官学校を新設して之に入校せしめ，予科二年は満洲国にて教育を行い，本科は日
本陸士に派遣入校せしめ，卒業後は日本軍隊に隊附せしめ，見習士官として約半年服務の後満
軍の少尉，日本軍の予備役少尉に任官せしめる制度を創設し，満系と共に将来国軍の中堅幹部
たらしめんとするにあった(71)。
従来，新軍官の補充は，中訓の軍官候補生（満），及び軍官候補者（日）から行われていた。そ
して，軍官候補者（日）の主なリクルート源は日本の幹部候補生である。日中戦争勃発後，兵力の
膨張により，日本軍将校の現役率は徐々に低下していき，1939年の現役率は36まで低下，下層
の中・少尉に至っては，僅か21.2で，准士官・下士官も，1939年の現役率が2/3に満たない状態
であった(72)。不足分を補うために，大量の予備役将校，准・下士官が召集されたことが窺える。
そのため，日本軍の幹部候補生に対する需要も高まり，その影響を受けたのか，日系軍官候補者の
召募者数は不明であるが，1938年以降，満系軍官候補生はなお毎年約200名(73)が召募されていた
にもかかわらず，満洲国軍の日系軍官候補者の採用は表．のように明らかに減っていった。従来
のような，幹部候補生からの採用は見込めなくなったのであろう。
日中戦争のほかに考えられるのが，日ソ関係の緊張化である。満洲事変によって日本軍は満洲全
土に進出し，ソ連軍と国境を隔てて対峙することとなった。それ以降，満洲国の国境をめぐって，
日ソ間の紛争が絶えなかった。1937～1940年，満ソ国境紛争はいわゆる「大規模紛争期」に入っ
た(74)。とりわけ，関東軍は，1938年 7 月～8 月に起きた張鼓峯事件に，停戦後も同地方の奪還を
主張するほど大きな関心を寄せていた(75)。満ソ国境紛争の激化，特に張鼓峯事件が軍官学校の開
設を促したのではないかと考えられる。ちなみに，1940年以降の日系生徒入学を実現させるため
の日本陸軍部中央部との交渉も，ノモンハン事件の最中に行われたのである。
外部情勢の緊張化は軍官学校の設立に直接拍車をかけたのみならず，徴兵制をも通じて間接的に
その設立を促進した。外部情勢の緊張化に促されて，1938年12月に設けられた満洲国兵役制度調
査準備委員会は，人民総服役主義による兵役，及び公役の施行という内容の答申書を翌39年 4
月，政府に提出した。それを受け，人民総服役制度審議委員会が新たに発足し，人民総服役制度の
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審議にあたり，1940年 2 月15日の最終審議で，1941年度より先に徴兵制だけを実施することが決
定された。その結果，1940年 4 月には国兵法が公布された。徴兵制によって徴集された優良な壮
丁を教育するためには，「壮丁の教育を担当する軍官自身の教育に万全を期し」なければならな
い(76)。そのため，徴兵制の施行を見越して，満洲国軍は「在来の変則的な軍官登傭の方法を一元
化し，軍官の素質を益々向上せしめて，之等新情勢に対応せしめるために」，1939年4月，「日満優
秀子弟を教育する四ヶ年制の陸軍軍官学校を新京に開設して幹部教育に邁進」したのである(77)。
．陸軍軍官学校の教育と特色
軍官生徒の教育について，多くの回想では，日本陸予士・陸士での教育と概ね同様であったと述
べられている。満洲国軍が日本によって創られた「傀儡軍隊」である以上，日本の制度を参考にし
ていたことは，いわば必然である。また，日系生徒が日本の陸士などで本科教育を受ける制度を設
けた結果，日本側は「軍官学校教育内容ハ日本陸軍予科士官学校教育ニ準ジ為シ得ル限リ之ニ近似
セシムルノ要アリ」と認識し，さらに「優秀ナル日系文武教官ノ積極的斡旋ノ要アリ」と認め
た(78)。ただし，一口に陸予士・陸士に近似すると言っても，軍官学校なりの特色も見受けられる。
まず，教育目的から見ていこう。満洲国軍将校の養成はもちろんだが，1943年10月に満洲国軍
事部が作成した日系志願者向けの『陸軍軍官学校予科生徒志願者の参考』では，以下のように述べ
られている。
学校教育の目的は有為なる陸軍軍官たるに必要な資質を付与するに在つて特に満系生徒と共
学せしめ満洲国建国精神の体得竝に其の大業翼賛に対する気宇の涵養に努め併せて満系生徒と
の精神的融合を図り他日国軍の　幹となつて日満系軍官渾然一体生死を共にする精神的基礎を
確立するを主眼とする(79)
日満系生徒の「共学」は，軍官学校の一つの特色である(80)。予科では共学を通じて，日満系生
徒の「精神的融合」を図り，本科段階では，日系を日本陸士で教育することで，日系軍官生徒と日
本の士官生徒との団結を培う。最終的には，日系軍官生徒を中心とし，共同作戦を遂行するため
の，日満両軍の融和と関東軍への従属を強めることが狙いと見られる。その精神的基礎を確立する
のが軍官学校の教育の主眼とされた。日系生徒にさえそのように求めているため，満系生徒に対す
る「精神融合」教育はなおさらであろう。そして，教育を行う際に基礎となる要綱は，次の四か条
となる。
一，建国精神及建軍ノ本義ヲ体得シ特ニ日満一体観念ヲ確認セシメ道義世界建設ノ先達タラシ
ムルコト
二，堅確ナル軍人精神ヲ鍛錬シ，厳粛ナル軍紀ニ慣熟シ高潔ナル品性ヲ陶冶スルコト
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表. 発足当時の軍官学校と同時期の陸予士・陸士のカリキュラム対照表
陸軍軍官学校 陸軍（予科）士官学校
予
科
訓 育 一，精神訓話，二，内務実践
学
科
普通学
1. 倫理，2. 論理，3. 作文，4. 歴史，5. 数学，
6. 物理及化学，7. 地学，8. 図学，9. 日満事
情，10. 語学
1. 倫理，2. 論理，3. 作文，4. 本邦史，5. 外
国史，6. 数学，7. 物理，8. 化学，9. 地学，
10. 図画，11. 外国語，12. 修身，13. 心理，
14. 国語，15. 漢文
軍事学
1. 軍制学，2. 兵器学，3. 交通学，4. 地形学，
5. 衛生学，6. 馬学
1. 軍制学，2. 兵器学，3. 交通学，4. 地形学，
5. 衛生学，6. 馬学
術 科
一，教練（1. 歩兵各個教練，2. 歩兵連隊教
練，3. 機関銃連教練），二，陣中勤務，三，
射撃，四，作業，五，通信，六，化学戦闘，
七，野営，八，遊泳，九，体操，十，剣術，
十一，柔道，十二，馬術及馬取扱，十三，典
令範
一，教練（1. 歩兵各個教練，2. 歩兵中隊教
練，3. 機関銃中隊教練），二，陣中勤務，
三，射撃，四，作業，五，通信，六，化学戦
闘，七，野営，八，遊泳，九，体操，十，剣
術，十一，柔道，十二，馬術及馬取扱，十
三，典令範
本
科
訓 育 一，精神訓話，二，実務
学
科
軍事学
1. 戦術学，2. 戦史，3. 軍制学，4. 兵器学，
5. 射撃学，6. 航空学，7. 築城学，8. 交通学，
9. 軍隊教育，10. 軍隊経理
1. 戦術学，2. 戦史，3. 軍制学，4. 兵器学，
5. 射撃学，6. 航空学，7. 築城学，8. 交通学，
9. 軍隊教育，10. 衛生学
普通学
1. 一般教育，2. 法制経済学，3. 治安問題，
4. 民族問題，5. 語学
1. 一般教育，2. 法制経済学，3. 外国語
術 科
一，教練，陣中勤務及射撃〔野営を含む〕，
二，体操，三，剣術，四，馬術，五，馬取
扱，六，典令範
一，教練，陣中勤務及射撃，二，野営，三，
体操，四，剣術，五，馬術，六，馬取扱，
七，典令範等
出典「陸軍軍官学校教育綱領」（1939年 4 月 1 日，前掲「兵役法施行令第100条第 3 号の規定に依る学校認
定の件」），「陸軍予科士官学校教育綱領」（1937年 4 月，前掲『近代日本軍隊教育史料集成・第 5 巻』，
243～244頁所収），「陸軍士官学校教育綱領」（1937年 4 月，前掲『近代日本軍隊教育史料集成・第 5
巻』，159～162頁所収）より作成。
三，強健ナル身體，旺盛ナル氣力，鞏固ナル意志ヲ鍛錬スルコト
四，軍官タルニ必要ナル識能ヲ附与スルコト(81)
陸予士・陸士の教育要綱と比べて，第一条だけは，本来「国体」，「尊皇愛国ノ心情」であるべき
ところが，「建国精神」，「日満一体観念」とされていた。この第一条は，後に「建国精神，建軍の
本義に透徹し日本軍と一体となり，至誠至忠満洲国に殉ずるの信念を養成すべし」(82)と改定された
が，「日満一体」を強調する旨は変わっていない。
上記の教育目的と要綱に添って，以下のような教科が設置された。
表．から分かるように，軍官学校は陸予士・陸士のカリキュラムを大いに参照している。「有
為なる陸軍軍官たるに必要な資質を付与する」ためには，最良とされる日本を見本とすることはも
っともである。ただし，「日満一体」の精神的基礎を確立するために，満洲国なりの特色も多少入
っている。
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まず，訓育の「精神訓話」においては軍人精神の注入，軍官徳性の発達のほか，さらに予科では
「特ニ建国精神竝ニ建軍ノ本義就中日満一体観念ヲ明徴ニ」することが，本科では「建国精神及建
軍ノ本義ニ関スル事項ニ就テハ更ニ其ノ教育ヲ深刻ニ」することが求められた(83)。
また，「日満事情」，「民族問題」というような満洲国の「国情」に即した教科が設置され，それ
ぞれの課目に求められる程度について，「陸軍軍官学校教育綱領」では次のように定めている。
日満事情 日本事情及満洲事情ニ分チ日本事情ハ日本帝国ノ国体，皇道精神，陸軍軍制ノ大要
其ノ他一般諸制度，諸施設，人情，風俗，習慣等ニ就キ認識セシメ日満一体観念ノ確乎タル基
礎ヲ附与ス
又満洲事情ハ満洲帝国ノ国体組織，諸制度，建国精神，建国史，政治，経済ノ概況及日本ト
ノ連環性其ノ他地理，人情，風俗，国軍ノ変遷及現状竝ニ匪賊ノ沿革，特性等ニ就キ精神的方
面ト相俟ツテ教育シ以テ満洲国ニ対スル認識ヲ正シクシ将来ノ本務遂行及日満共同合作ノ基礎
ヲ鞏固ナラシム
日満事情ハ夫々生徒自国ノ事情ニ就テハ適宜之ヲ必要ノ限度ニ省略スルモノトス
〔中略〕
民族問題 国内各民族ノ概況竝ニ特異性ヲ述べ民族協和ノ実践ニ資セシム(84)
「日満一体」，「民族協和」は，このようなオリジナルの普通課目をも通して，教え込まれていっ
た。そのほか，「歴史」，「法制経済」，「語学」などの課目にもそれぞれ満洲国の「国情」に沿った
内容が盛り込まれた。特に「語学」に関しては，陸予士・陸士と異なり，外国語の選択余地はない。
日本人以外の生徒は全員日本語を専修しなければならない。そもそも，学校の公用語自体は日本語
である。日本人は，モンゴル人部隊に配属となる予定者以外は全員中国語を第一外国語とし，モン
ゴル語かロシア語を第二外国語としていた。興安軍（モンゴル人部隊）に配属される予定の者は，
予科一年の時に中国語を専修し，二年に進級後，モンゴル語を第一外国語とし，中国語を第二外国
語とすることになっていた。
もう一つの特色は，軍隊経理を非常に重視しているというところにある。「共学」は，軍官学校
の大きな特色である。日満系が共に教育を受けるような民族的「共学」だけでなく，兵科の他に，
軍需（経理），軍医，獣医も軍官学校の予科で「共学」することになっていた。これは，従来の中
訓にもなかった制度である(85)。これは，日本軍では，兵科以外の経理，軍医などの各部(86)の将校
が，軍隊の補助的存在として蔑視される傾向にあるということの反省から，満洲国軍では軍官たち
の団結をはかり，同期意識を培うために，兵科生徒と各部生徒を予科で「共学」させたのではない
かと言われる(87)。特に，軍需が重視されており，軍医，獣医の「共学」は1944年 9 月18日の「陸
軍軍官学校令」の改正(88)で，第 6 期から開始されたのに対して，軍需は軍官学校の創設時から，
兵科予科生徒と「共学」している。旧軍閥軍を吸収して発足した満洲国軍は，創設時の軍隊経理の
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表. カリキュラム改正後の軍官学校予科と陸予士の教科対照表
陸軍軍官学校予科 陸軍予科士官学校
学
科
普通学
1. 修身，2. 倫理，3. 心理，4. 教育，5. 日語，
6. 満語，7. 論理，8. 作文，9. 歴史（東洋・西
洋），10. 数学，11. 物理，12. 化学，13. 地学，
14. 法制，15. 経済，16. 図学，17. 語学
1. 修身，2. 倫理，3. 心理，4. 教育，5. 国語，
6. 漢文，7. 論理，8. 作文，9. 歴史（本邦史・
外国史），10. 数学，11. 物理，12. 化学，13. 地
学，14. 法制経済，15. 図画，16. 外国語
軍事学 1. 地形学，2. 衛生学，3. 馬学 1. 地形学，2. 衛生学，3. 馬学
術 科
一，教練，二，陣中勤務，三，射撃，四，作
業，五，通信，六，化学戦闘，七，野営，八，
遊泳，九，体操，十，剣術，十一，柔道，十
二，馬術及馬取扱，十三，発動機取扱
一，教練，二，陣中勤務，三，射撃，四，作
業，五，通信，六，化学戦闘，七，野営，八，
游泳，九，体操，十，剣術，十一，柔道，十
二，馬術及馬取扱，十三，発動機取扱
出典満洲国軍事部『陸軍軍官学校予科生徒志願者の参考』（1943年10月，同徳台 6 期生会『北辰・同徳台
第 6 期生史』同会，1992年，20頁所収），「陸軍予科士官学校教育綱領」（教庶第3516号，1940年11月，
防衛省防衛研究所蔵），「陸軍士官学校教育綱領」（教庶第3517号，1940年11月，防衛省防衛研究所蔵）
より作成。
乱脈性から，軍需軍官の養成を常に重視していた。かつて中訓の経理養成部が一番初めに開設され
たことからも，その重視が窺える。本科に進級する際，軍需生徒は陸軍軍需学校に移るが，軍官学
校の本科に残った兵科生徒には，なお「軍隊経理」という科目が課せられた。
ところで，満洲国軍は「治安維持」軍から「国防」軍に育成されつつあったとはいえ，本科（満
系のみ）に「治安問題」という科目が設置されたように，「治安維持」が依然として満洲国軍の重
要な役割であった。また，「国防」軍と言っても，あくまでも日本軍の補助部隊と位置付けられて
いるため，教育もそれに適う形で，陸予士・陸士と若干違いがある。例えば，陸士の「戦術学」で
は，「戦闘及陣中勤務ニ関スル原則竝要塞戦術ノ概要」(89)を教授するが，軍官学校本科（満系のみ）
の「戦術学」では，「戦闘（堅固ナル数線陣地ノ攻撃ヲ含ム）及陣中勤務ニ関スル原則」(90)を教授
する。満洲国軍にとって，作戦任務は「数線陣地ノ攻撃」にとどまり，「要塞戦術」は不要だと考
えられていたのであろう。また，万嘉熙も，戦術の指導計画は，いつも一個師団の満洲国軍が，主
力の日本軍を援護する想定だったと回想している(91)。
以上が，軍官学校創設当初のカリキュラムであった。その後，日本陸予士・陸士のカリキュラム
の変更に従い，軍官学校のカリキュラムも若干変わり，前者により近似するようになった。現時点
では，『陸軍軍官学校予科生徒志願者の参考』に記載されている軍官学校予科の教科しか確認でき
ないが，それを見る限り，陸予士とほぼ同じである（表．参照）。
教科の変更時期は不明であるが，1940年11月に相次いだ陸予士・陸士の教育綱領の改正を受け
て，満洲国もそれに合わせるように，軍官学校の教育綱領を改正したのであろう。ここから，少な
くとも軍官学校予科のカリキュラムが，日本の陸予士と強い連動性を持っていることが見て取れる。
1942年になると，軍官学校は満洲国のほかの学校に先立って「建国科」を付加し，「校長が中心
となり主として修身，即ち日本，満洲国の一徳一心の精神の下徳操の涵養に力を注ぐこと」になっ
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た(92)。共同作戦の前提となる「日満一徳一心観念」の確立は，終始，軍官学校教育の一大目的か
つ関心であったと言えよう。
おわりに
満洲国軍の軍官教育は，その育成・強化に応じて変容し，さらに関東軍のニーズに応じても変容
していった。
満洲国軍は，旧東北軍などの武装勢力を母体として編成された，傀儡国家満洲国の「国軍」であ
る。建軍当初，満洲国軍は質があまりにも悪く，かつ向背が定まらないため，関東軍に信用され
ず，あくまでも「治安維持」の補助部隊と位置付けられた。いかに早く満洲国軍を「改良」・掌握
するかこそ，関東軍にとって喫緊な課題であり，その一手段として，応急的に中訓を開いて，幹部
の教育を開始した。早急な「治安維持」と国軍掌握という要請から，日系軍官の大量養成と精神教
育に重きを置く「実務本位」の速成教育が中訓で行われた。
後に，対ソ戦の要求に加えて，満洲国軍の整備・掌握も一定程度進んだこともあり，関東軍は
「治安維持」の任務を満洲国軍に肩代わりさせようと，その育成に力を注ぎ始めた。満洲国軍の軍
官教育期間もそれに応じて延長された。関東軍による育成・強化によって，1936～37年頃から満
洲国軍は，徐々に「治安維持」の主体になっていった。
しかし，満洲国軍の育成・強化はこれで定着したわけではない。満洲国の治安の安定化と外部情
勢の緊張化とが相まって，満洲国軍をさらに対外戦争の補助部隊にしようとする期待が関東軍内で
次第に強まった。外部情勢の緊張化に促されて，制度などがまだ完備されていないにも関わらず，
軍官学校が早急に開設されたのである。軍官学校は，奉天の中訓を基にして，新京に軍官生徒の養
成機関を新設するという形で発足した。新設の軍官生徒の養成制度は日本の士官生徒の養成制度に
倣い，質の高い生徒を確保した上で，陸予士・陸士式の四年制正規教育を施した。教育の内容も陸
予士・陸士を大いに参照し，中訓より遥かに高度なものであった。新たな軍官生徒養成制度は，単
なる「治安維持」に対応するものではなく，明らかに陸予士・陸士式の「国防」軍的将校養成制度
である。軍官学校の開設と国兵法の実施に依り，満洲国軍は人的な質の向上を実現したと言えよう。
ただし，「国防軍」や対外作戦部隊と言っても，あくまでも日本軍の補助的地位にとどまること
を忘れてはならない。そのため，軍官学校の教育には満洲国軍なりの特色がいくつか見られる。ま
ず，将来の共同作戦を見越して，軍官学校の教育では「日満一体観念」の確立が強く求められ，教
育の主眼とされた。そこでは，「日満事情」のような満洲国の「国情」に即した科目が設置された
のみならず，日満系の「共学」も行われた。また，日本軍の補助部隊という位置づけから，教育は
その位置づけに適う形で簡略化されるとともに常に日本軍を援護するという想定下で行われた。さ
らに，軍官学校の特色として，旧軍閥軍色を除去するための経理重視と，それに伴う兵科と各部生
徒の「共学」なども挙げられる。
軍官学校の設立後も，満洲国軍内の軍隊教育に関する整備が続いていった。「軍隊教育令」
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（1940年 9 月），「陸軍軍官団令」（1942年 8 月）など続々と公布された。1941年 1 月，中訓を引き
継いだ，軍官学校の奉天の部分は軍官学校から分離され，陸軍訓練学校として新たに発足して，軍
官以下の補修教育に専念した。外にも，陸軍飛行学校（1940年），陸軍江上軍訓練処（1940年），
陸軍自動車学校（1941年），陸軍高等軍事学校（1943年）などが新設された。軍隊教育関係の法整
備のみならず，満洲国軍の教育機関の精緻化・体系化も着々と進められていった。その過程の中，
1944年に満洲国軍の一部をビルマに派遣する計画すら一時的に浮上した(93)。しかし，戦局の悪化
と関東軍の弱体化により，1945年に入ると，満洲国軍は重火器を収用され，通信権などの独立作
戦能力も奪われ，関東軍従属の防空・輸送・工兵部隊にされたまま(94)，ソ連の参戦により，満洲
国と共に瓦解した。
対外作戦補助部隊への育成・強化は完成していたとは言い難いが，1939年の軍官学校の設立を
皮切りに，関東軍は満洲国軍を自身の対外作戦補助部隊として育成・強化しようとしていたのであ
る。
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